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目的　これまで日本の専門医数の将来推計を行った研究はない。専門医の適正配置のために各診療
科の専門医数の将来推計を行った。

方法　2010年から2014年の医師・歯科医師・薬剤師調査の個票データに基づいて，Markovモデル
を用いて，基本領域（精神科，臨床検査科を除く）の専門医数の将来推計を2038年まで行った。
新人医師数が7,000人/年増加すると仮定し，男女比を 7： 3とした。定年退職する医師の男女
比は実測値に基づき，年に応じて変化させた。専門医取得，維持，喪失のステータスの移行確
率は，推計期間中一定とした。労働力を算出する際の重みづけは，60歳以上，あるいは女性は
0.8，それ以外は 1とした。

結果　256,885人の医師の背景は，男性77.9％，平均年齢40.9歳，診療所勤務28.9％，市中病院勤
務50.8％，大学病院勤務20.3％であった。ほぼすべての診療科で専門医数は増加し，2014年と
比較して，形成外科（1.66倍），救急科（1.58倍）で比較的大きく増加する。男性の専門医数
はリハビリテーション科（0.68倍），外科（0.85倍）で減少する。女性の専門医数は全診療科
で増加し，特に形成外科（3.27倍），泌尿器科（3.04倍）で比較的大きく増加する。2016年を
1としたときの2038年における「女性の専門医数の増加比」はすべての診療科で1.5以上であ
り，特に泌尿器科（2.73），リハビリテーション科（2.72），外科（2.48）が大きい値となった。
「労働力の増加率」もすべての診療科で 1倍以上であり，特に形成外科（1.91倍），救急科
（1.78倍）で大きい値となった。

結論　専門医数は全診療科で増加するものの，診療科によって大きなばらつきがある。女性の専門
医数が増加するものの，専門医の労働力の減少にはつながらないことが示唆された。

キーワード　専門医，将来推計，Markovモデル，医師・歯科医師・薬剤師調査

Ⅰ　緒　　　言

　わが国の医師の専門性に係る評価・認定制度
に関しては，専門医の質を高め，良質な医療が
提供されることを目的として厚生労働省の「専
門医の在り方に関する検討会」において精力的
に検討が進められる等，厚生労働行政における
主要課題の一つとして検討が進められている1）。

専門医の人数が専門的医療の質を担保しうる。
しかし，医師は自由に診療科を選択できるため，
診療科の人数に偏りが生じ，専門的医療を供給
できない診療科が今後出現する可能性もある。
これまで医師数の将来推計は行われてきた2）。
しかし，専門医数の将来推計を行った研究は，
日本ではない。
　本研究では，医師・歯科医師・薬剤師調査の
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個票データに基づいて，Markovモデルを用い
て，専門医の人数の将来推計を行った。

Ⅱ　方　　　法

（ 1）　データ
　2010年から2014年までの医師・歯科医師・薬
剤師調査のデータを用いて，個票データを医籍
登録番号で連結を行った。
　2010年医師・歯科医師・薬剤師調査で61歳以
下，かつ医師・歯科医師・薬剤師調査の項目の
「業務の種別」のうち， 1）診療所の開設者ま
たは法人の代表者， 2）診療所の勤務者， 3）
病院の開設者または法人の代表者， 4）病院の
勤務者， 5）医育機関の臨床系の教官または教
員， 6）医育機関の臨床系の勤務者で 5）以外
の者または大学院生（医員，臨床研修医，臨床
系の大学院生，その他）のいずれかに該当して
いるものを選択した。医籍登録番号が追跡でき
ない，あるいは医籍登録番号が重複しているも
のは除外した。

（ 2）　変数
　資格名の項目から，基本16領域の診療科の専
門医数の将来推計を行った。精神科は2014年に
専門医の項目が作成され，臨床検査科は専門医
項目が存在しないため，除外した。総合診療専
門医は医師・歯科医師・薬剤師調査では調査さ
れていないため，本研究では検討していない。
性別，年齢，所属（診療所，市中病院，大学病
院），診療科を背景因子とした。

（ 3）　統計解析
　Markovモデルを用いて2016年から2038年ま
での各専門医数を推計した3）4）。全体の専門医数，
男女別の専門医数，労働参加率を考慮した専門
医数を推計した。推計する上で下記を仮定した。
　①�　2010年から2014年の医籍登録者数の増加

が，約28,000人であったため，新人医師数
は毎年7,000人とした。男女比は 7： 3と
した。

　②�　定年退職の年齢を仮に65歳とし，各世代

の男女比を参考にして，定年退職する男女
比を2016年から2026年までは 9： 1，2028
年から2038年までは8.5：1.5とした。

　③�　専門医取得，維持，喪失などのステータ
スの移行確率は2010年から2012年と2012年
から2014年の平均とし，推測期間中は一定
とした。

　④�　専門医の労働力を算出する際の重みづけ
は，60歳以上，あるいは女性は0.8，それ
以外は 1とした5）。

　感度分析として，新人医師数を毎年9,000人
として同様の解析を行った。
　本研究は，「ニーズに基づいた専門医の養成
に係る研究」の分担研究として行った。同研究
は，自治医科大学大学臨床研究等倫理審査委員
会の承認（2017年 6 月21日第臨大16-029）を得
ている。医師・歯科医師・薬剤師調査の調査票
情報の利用にあたっては，統計法33条に基く調
査票情報の利用申請を行い，許可を得た。

Ⅲ　結　　　果

　表 1は，医師・歯科医師・薬剤師調査データ
に含まれる343,830人のうち，選択基準を満た
したのは256,885人の背景要因を示す。性別は

表 1　該当医師の特徴
人数（％）

総数 256 885
男性（％） 200 203（77.9）
年齢（歳）（標準偏差） 40.9（11.2）
所属（％）
　診療所 74 199（28.9）
　市中病院 130 580（50.8）
　大学病院 52 106（20.3）
診療科（女性比％）
　総合内科 14 181（15.5）
　外科 18 488（ 6.7）
　小児科 10 502（32.6）
　産婦人科 8 207（34.0）
　整形外科 13 027（ 4.2）
　麻酔科 5 910（30.4）
　脳神経外科 5 606（ 4.4）
　泌尿器科 5 052（ 4.4）
　眼科 7 935（37.1）
　耳鼻咽喉科 6 006（19.2）
　皮膚科 4 337（42.5）
　放射線科 4 955（21.2）
　救急科 3 068（ 7.2）
　形成外科 1 804（21.8）
　リハビリ科 1 904（16.4）
　病理科 1 290（23.0）
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男性が200,203人（77.9％），年齢は平均
40.9歳（標準偏差11.2歳）であった。所
属は診療所が74,199人（28.9％），市中
病院が130,580人（50.8％），大学病院が
52,106人（20.3％）であった。
　各専門医数の将来推計は図 1から図 5
に示す。図 1は男女合わせた専門医数の
診療科別将来推計である。リハビリテー
ション科を除くすべての基本領域が2038
年まで専門医数が増加または不変である。
特に，形成外科（1,736人から2,890人，
1.66倍），救急科（2,953人から4,656人，
1.58倍）の増加が顕著であった。リハビ
リテーション科（1,776人から1,564人，
0.88倍）だけは減少した。
　図 2は男性の専門医数の診療科別将来
推計を示す。男性専門医が増加する診療
科は救急科（2,725人から3,676人，1.35
倍），形成外科（1,362人から1,783人，
1.31倍），小児科（6,889人から7,337人，
1.12倍），放射線科（3,743人から3,875
人，1.04倍）であった。他は減少し，リ

図 1　各診療科の全専門医の将来推計
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図 2　各診療科の男性専門医の将来推計
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図 3　各診療科の女性専門医の将来推計
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ハビリテーション科（1,471人から996人，
0.68倍），外科（16,561人から14,126人，
0.85倍）は減少が顕著であった。
　図 3は女性の専門医数の診療科別将来
推計を示す。すべての診療科で女性専門
医数が増加する。特に，形成外科（375
人から1,223人，3.27倍），泌尿器科（230
人から700人，3.04倍），救急科（214人
から585人，2.73倍）で顕著であった。
女性専門医数が減少する診療科はなかっ
た。
　図 4に各診療科の女性専門医の割合の
変化を示す。2016年を 1とした場合の
2038年における女性専門医数の比は，す
べての診療科で1.5以上になっている。
特に，泌尿器科（4.7から12.9％，2.73
倍），リハビリテーション科（17.1から
46.5％，2.72倍），外科（6.7から16.6％，
2.48倍）で大きく上昇していた。
　図 5は各専門医の労働力の将来推計を
示す。ほぼすべての診療科で増加した。
形成外科（1,716人から3,271人，1.91倍），
救急科（2,996人から5,343人，1.78倍）
が顕著であった。
　毎年新規に医師として登録する人数を
9,000人とした感度分析も同様の傾向の
結果だった。

Ⅳ　考　　　察

　医師・歯科医師・薬剤師調査のデータ
を用いて，各診療科の専門医数の将来推
計をMarkovモデルを用いて行った。ほ
ぼすべての診療科で専門医の人数が増え
ると推計されたが，男性専門医が減少す
る診療科がほとんどであった。特にリハ
ビリテーション科，外科で顕著に減少し
ていた。一方で，女性ではすべての診療
科で専門医が増加すると推計された。労
働力については，ほぼすべての診療科で
増加すると推計された。
　Markovモデルは移行確率が時間に依
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図 4　各診療科の女性専門医の割合の将来推計
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存しないという仮定を置いている3）4）。本研究
の移行確率は2010年から2012年と2012年から
2014年の平均としたため，2010年から2014年の
専門医取得の影響を大きく受けている。2014年
以降の専門医取得と喪失の傾向を考慮に入れて
いないため，今後の専門医取得の傾向によって
は本研究の結果と現実が異なる可能性がある。
　各診療科でおおむね専門医数が増加する一方
で，リハビリテーション科が減少すると推計さ
れた。理由としては，他の診療科と異なり，専
門医の資格喪失者数が取得者数と同等かそれ以
上であることが影響したと考えられる。
　2016年の厚生労働省の調査結果と比較して，
2016年の将来推計の専門医数は少ない6）。本研
究では定年退職の年齢を65歳としたため，65歳
以上の専門医が含まれていないことが実際の調
査と比較して本研究の専門医数が少ない原因と
考えられる。
　男性が減少し，女性が増加する診療科が多い。
これは医師になる男女比の変化が原因と考えら
れる。経験年数24年以上の女性医師の割合は約
10-15％程度である一方，経験年数 8年以下の
女性医師の割合は約30％である。年を経るごと
に男性の割合が高い世代が定年退職し，女性の
割合が高い世代が専門医を取得していく。特に
外科では女性が約6.7％（2014年時点）しかい
ないため，男性の減少が顕著になる。泌尿器科
や脳神経外科，整形外科も専門医の女性の割合
は約 5％だが，本研究の将来推計によると，専
門医の女性の割合は約2.5倍になる。専門医の
女性の割合が多い診療科でも，専門医の男性の
割合の高い診療科ほどではないが，女性の割合
が増加する。皮膚科や眼科，産婦人科は女性が
占める割合が高い診療科であり，本研究の将来
推計によると，専門医の女性の割合が1.5-1.8
倍になる。
　労働力の増加は診療科でばらつきがある。特
に形成外科，救急科では顕著に増加する。これ
らの診療科は女性だけではなく，男性も増加す
ることが原因と考えられる。内科，外科は労働
力が増加するが，その割合は他の専門医と比べ
て大きくない。内科，外科は男性が減少するこ

とが原因と考えられる。
　なお，本研究は専門医の供給に関する分析に
とどまっており，需要に関する分析は別途必要
である。専門医供給数の将来推計の精度が高
かったとしても，将来の医療の需要は不明であ
るため，需要と供給のミスマッチについては評
価できない。
　本研究はいくつかの限界がある。一点目は，
労働実態の詳細に関するデータが存在しないこ
とである。女性と60歳以上の医師の労働力を
0.8としたものの，暫定的な数値にとどまって
いる。また，調査対象期間においては医師の勤
務形態（常勤・非常勤の別など）のデータが得
られなかった。診療科や年齢，性別以外に常
勤・非常勤の別なども考慮に入れた解析が今後
必要である。二点目は，内科専門医制度の移行
期を考慮に入れていないことである。内科は認
定医と総合内科専門医が混在しているため，将
来推計の精度を下げる可能性がある。三点目は，
全数把握できていないことである。医師・歯科
医師・薬剤師調査は全員の届け出を義務づけて
いるが，届出率は100％ではなく，正確性に欠
ける可能性がある7）。さらに，2006年以降に医
学部の定員が増加しているため，将来推計の精
度に影響を及ぼす可能性がある。

Ⅴ　結　　　語

　将来，リハビリテーション科を除くすべて診
療科で専門医数は増加する。診療科によって大
きなばらつきがある。多くの診療科で男性専門
医数は減少するものの，女性の専門医数は増加
する。しかしながら，専門医の労働力の減少に
は至らないと推計された。
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